
様式第８号（第７-３-(1)関係）

出 資 法 人 の 概 要 調 書

名 称 公益財団法人浜名湖総合環境財団

代 表 者 理事長 阿部 正義

所 在 地 静岡県浜松市中央区中央一丁目１２番１号 電話番号 053-458-6043

設 立 年 月 日 平成３年４月12日

県 の 所 管 課 名
静岡県交通基盤部河川砂防管理課（河川砂防管理班）

電話番号054-221-3195

設 立 目 的

この法人は、２級河川都田川及び同水域の河川（以下「浜名湖」とい

う。）における船舶等の航行安全の確保、公共係留施設の管理運営等を行

い、湖面の総合的な適正利用を促進するとともに、良好な環境づくりを推進

し、もって、浜名湖の美しさを高めることに寄与することを目的とする。

主 要 事 業

(1) 浜名湖の湖面の総合的な適正利用を促進するとともに、良好な環境づく

りを推進するため、船舶の航行安全施設の維持管理や啓発活動、公共係

留施設の管理運営等を行う事業

(2) その他この法人の目的を達成するために必要な事業

資本金又は基本金 ２０５，９００千円

出資又は出捐金

の 内 訳 ・ 割 合

静岡県 ５０，０００千円（24.3％）

その他 １５５，９００千円（75.7％）

役員の職・氏名 別添役員名簿のとおり

摘 要
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公益財団法人浜名湖総合環境財団定款 
 

 
第１章 総則 

（名称） 
第１条 この法人は、公益財団法人浜名湖総合環境財団と称する。 

（事務所） 
第２条 この法人は、主たる事務所を静岡県浜松市に置く。 

第２章 目的及び事業 
（目的） 

第３条 この法人は、２級河川都田川及び同水域の河川（以下「浜名湖」とい

う。）における船舶等の航行安全の確保、公共係留施設の管理運営等を行い、

湖面の総合的な適正利用を促進するとともに、良好な環境づくりを推進し、

もって、浜名湖の美しさを高めることに寄与することを目的とする。 
（事業） 

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（1）船舶等の航行安全に関する事業 

（2）公共係留施設の管理運営に関する事業 

（3）その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

第３章 資産及び会計 
（財産の種別等） 

第５条 この法人の財産は、基本財産及び運用財産の２種類とする。 
２ 基本財産は、次に掲げるものをもって構成する。 
（1）基本財産とすることを指定して寄附された財産 

（2）評議員会で基本財産とすることを決議した財産 

３ 運用財産は、基本財産以外の財産とする。 
４ 基本財産は、この法人の目的を達成するために善良な管理者の注意をもっ

て管理しなければならず、基本財産の一部を処分しようとするとき及び基本

財産から除外しようとするときは、あらかじめ理事会及び評議員会の承認を

要する。 
（事業年度） 
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第６条 この法人の事業年度は、毎年４月1日に始まり翌年３月31日に終わる。 

（事業計画及び収支予算） 
第７条 この法人の事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込み 

を記載した書類については、毎事業年度開始の日の前日までに、理事長が作

成し、理事会の承認を受けなければならない。これを変更する場合も、同様

とする。 
２ 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの

間備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 
（事業報告及び決算） 

第８条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事長

が次の書類を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を経て、定時

評議員会に提出し、第１号及び第２号の書類についてはその内容を報告し、

第３号から第６号までの書類については、承認を受けなければならない。 
（1）事業報告 

（2）事業報告の附属明細書 

（3）貸借対照表 

（4）正味財産増減計算書 

（5）貸借対照表及び正味財産増減計算書の附属明細書 

（6）財産目録 

２ 前項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に５年間備え置き、一般の閲

覧に供するとともに、定款を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供する

ものとする。 

（1）監査報告 

（2）理事及び監事並びに評議員の名簿 

（3）理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類 

（4）運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要な

ものを記載した書類 

（公益目的取得財産残額の算定） 
第９条 理事長は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行

規則第48条の規定に基づき、毎事業年度、当該事業年度の末日における公益

目的取得財産残額を算定し、前条第２項第４号の書類に記載するものとする。 
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第４章 評議員 
（評議員の定数） 

第10条 この法人に評議員８名以上18名以内を置く。 

（評議員の選任及び解任） 
第11条 評議員の選任及び解任は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法

律第179条から第195条までの規定に従い、評議員会において行う。 

２ 評議員を選任する場合には、次の各号の要件をいずれも満たさなければな

らない。 

（1）各評議員について、次のイからヘに該当する評議員の合計数が評議員の総

数の３分の１を超えないものであること。 

イ 当該評議員及びその配偶者又は３親等内の親族 

ロ 当該評議員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情

にある者 

ハ 当該評議員の使用人 

ニ ロ又はハに掲げる者以外の者であって、当該評議員から受ける金銭そ

の他の財産によって生計を維持しているもの 

ホ ハ又はニに掲げる者の配偶者 

へ ロからニまでに掲げる者の３親等内の親族であって、これらの者と生

計を一にするもの 

（2）他の同一の団体（公益法人を除く。）の次のイからニに該当する評議員の

合計数が評議員の総数の３分の１を超えないものであること。 

  イ 理事 

  ロ 使用人 

  ハ 当該他の同一の団体の理事以外の役員（法人でない団体で代表者又は

管理人の定めのあるものにあっては、その代表者又は管理人）又は業務

を執行する社員である者 

  ニ 次に掲げる団体においてその職員（国会議員及び地方公共団体の議会

の議員を除く。）である者 

① 国の機関 

② 地方公共団体 

③ 独立行政法人通則法第２条第１項に規定する独立行政法人 
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④ 国立大学法人法第２条第１項に規定する国立大学法人又は同条第３

項に規定する大学共同利用機関法人 

⑤ 地方独立行政法人法第２条第１項に規定する地方独立行政法人 

⑥ 特殊法人（特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法

人であって、総務省設置法第４条第15号の規定の適用を受けるものを

いう。）又は認可法人（特別の法律により設立され、かつ、その設立に

関し行政官庁の認可を要する法人をいう。） 

（評議員の任期） 
第12条 評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時評議員会の終結の時までとする。 

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、

退任した評議員の任期の満了する時までとする。 

３ 評議員は、第10条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞

任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員と

しての権利義務を有する。 

（評議員の報酬等） 
第13条 評議員に対して、評議員会出席の際に１日当たり6,000円を超えない範

囲で、評議員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額

を、報酬等として支給することができる。 

第５章 評議員会 
（構成） 

第14条 評議員会は、すべての評議員をもって構成する。 

（権限） 
第15条 評議員会は、次の事項について決議する。 

（1）理事及び監事並びに評議員の選任又は解任 

（2）理事及び監事の報酬等の額 

（3）理事及び監事に対する報酬等の支給の基準 

（4）評議員に対する報酬等の支給の基準 

（5）貸借対照表及び正味財産増減計算書の承認 

（6）定款の変更 

（7）残余財産の処分 
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（8）基本財産の処分又は除外の承認 

（9）その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 

（開催） 
第16条 評議員会は、定時評議員会として毎事業年度終了後３箇月以内に１回

開催するほか、必要がある場合に開催する。 

（招集） 
第17条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基

づき理事長が招集する。 

２ 評議員は、理事長に対し、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示

して、評議員会の招集を請求することができる。 
（議長） 

第18条 評議員会の議長は、評議員会において、出席した評議員の中から選任

する。 

（決議） 
第19条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除

く評議員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有

する評議員を除く評議員の３分の２以上に当たる多数をもって行わなければ

ならない。 

（1）監事の解任 

（2）評議員に対する報酬等の支給の基準 

（3）定款の変更 

（4）基本財産の処分又は除外の承認 

（5）その他法令で定められた事項 

３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第１

項の決議を行わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第21条

に定める定数を上回る場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数

の多い順に定数の枠に達するまでの者を選任することとする。 

（議事録） 
第20条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作

成する。 
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２ 議長及び会議に出席した評議員の中から選出された議事録署名人２名は、

前項の議事録に記名押印する。 

第６章 役員 
 （役員の設置）    
第21条 この法人に、次の役員を置く。 

（1）理事 ８名以上18名以内 

（2）監事 ２名以内 

２ 理事のうち１名を理事長、１名を専務理事、１名を常務理事とする。 

３ 前項の理事長をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の代

表理事とし、専務理事及び常務理事をもって同法第91条第１項第２号の業務

執行理事とする。 

（役員の選任） 
第22条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。 

２ 理事長、専務理事及び常務理事は、理事会の決議によって理事の中から選

定する。 
（理事の職務及び権限） 

第23条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、

職務を執行する。 

２  理事長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、

その業務を執行し、専務理事及び常務理事は、理事会において別に定めると

ころにより、この法人の業務を分担執行する。 

３ 理事長、専務理事及び常務理事は、毎事業年度に４箇月を超える間隔で２

回以上、自己の職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。 

（監事の職務及び権限） 
第24条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監

査報告を作成する。 

２ 監事は、いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、この法人

の業務及び財産の状況の調査をすることができる。 

（役員の任期） 
第25条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のもの

に関する定時評議員会の終結の時までとする。 
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２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関

する定時評議員会の終結の時までとする。 

３ 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時

までとする。 

４ 理事又は監事は、第21条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了

又は辞任により退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理

事又は監事としての権利義務を有する。 

（役員の解任） 
第26条 理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議に

よって解任することができる。 

（1）職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

（2）心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

（役員の報酬等） 
第27条 理事及び監事に対して、評議員会において別に定める報酬等の支給の

基準に従って算定した額を、評議員会の決議を経て、報酬等として支給する

ことができる。 

第７章 理事会 
 （構成） 
第28条 理事会は、すべての理事をもって構成する。 

 （権限） 
第29条 理事会は、次の職務を行う。 

（1）この法人の業務執行の決定 

（2）理事の職務の執行の監督 

（3）理事長、専務理事及び常務理事の選定及び解職 

 （開催） 
第30条 理事会は、通常理事会として毎事業年度に２回開催するほか、必要が

ある場合に開催する。 

（招集） 
第31条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、各理事が理事会を招

集する。 
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（議長） 
第32条 理事会の議長は、理事長がこれに当たる。 

（決議） 
第33条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理

事の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

２  前項の規定にかかわらず、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第

197条において準用する同法第96条の要件を満たしたときは、理事会の決議が

あったものとみなす。 

（議事録） 
第34条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成

する。 

２ 出席した理事長及び監事は、前項の議事録に記名押印する。 

第８章 定款の変更及び解散 
 （定款の変更） 
第35条 この定款は、評議員会の決議によって変更することができる。 

２  前項の規定は、この定款の第３条、第４条及び第11条についても適用する。 

 （解散） 
第36条 この法人は、基本財産の滅失によるこの法人の目的である事業の成功

の不能その他法令で定められた事由によって解散する。 

(公益認定の取消し等に伴う贈与) 
第37条 この法人が公益認定の取消しの処分を受けた場合又は合併により法人

が消滅する場合（その権利義務を承継する法人が公益法人であるときを除

く。）には、評議員会の決議を経て、公益目的取得財産残額に相当する額の財

産を、当該公益認定の取消しの日又は当該合併の日から１箇月以内に、公益

社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第17号に掲げる法人

又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 

（残余財産の帰属） 
第38条 この法人が清算をする場合において有する残余財産は、評議員会の決

議を経て、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第５条第17

号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 

第９章 公告の方法 
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（公告の方法） 
第39条 この法人の公告は、官報に掲載する方法により行う。 

第10章 事務局 
（事務局） 

第40条 この法人の事務を処理するため、この法人に事務局を置く。 

２ 事務局には、事務局長その他の職員を置く。 

３ 事務局長は、理事会の承認を得て理事長が任免する。 

４ その他の職員は理事長が任免する。 

５ 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事会の決議を経て理事長が

別に定める。 

 附 則 
１ この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法

人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に

関する法律第106条第１項に定める公益法人の設立の登記の日から施行する。 

２ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財

団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第

106条第１項に定める特例民法法人の解散の登記と公益法人の設立の登記を

行ったときは、第６条の規定にかかわらず、解散の登記の日の前日を事業年

度の末日とし、設立の登記の日を事業年度の開始日とする。 

３ この法人の最初の理事長は阿部正義とする。 

 附 則 
 この改正は、令和５年４月１日から施行する。 



公益財団法人浜名湖総合環境財団理事監事名簿

令和7年４月21日現在 令和7年４月21日現在

役職名 常・非常勤 氏  名 役職名 常・非常勤 氏  名

理事長 非常勤 阿部　正義 評議員 非常勤 中野　祐介

専務理事 常勤 神村　明利 評議員 非常勤 田内　浩之

常務理事 常勤 徳田　晴紀 評議員 非常勤 髙梨　記成

理事 非常勤 山田　真史 評議員 非常勤 高橋　良和

理事 非常勤 戸谷　洋子 評議員 非常勤 酒井　孝一

理事 非常勤 市野　智一 評議員 非常勤 鈴木　利享

理事 非常勤 平井　親一 評議員 非常勤 渥美　敏

理事 非常勤 匂坂　隆拡 評議員 非常勤 外山　昭廣

理事 非常勤 松田　守弘 評議員 非常勤 廣野　篤男

理事 非常勤 青野　秀樹 評議員 非常勤 彦坂　昇

理事 非常勤 和田　守弘 評議員 非常勤 舩倉　嘉一郎

理事 非常勤 戸川　佳洋 評議員 非常勤 佐藤　裕二

理事 非常勤 森下　忠康 評議員 非常勤 中鉢　浩樹

理事 非常勤 石塚　久紀 評議員 非常勤 前嶋　文明

理事 非常勤 久保山　浩行 評議員 非常勤 鈴木　雅文

監事 非常勤 吉村　重幸

監事 非常勤 藤原　邦生

公益財団法人浜名湖総合環境財団評議員名簿



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和 6 年度 事業報告 
 
 
 



１ 船舶等の航行安全に関する事業 
 
（１）航行安全のための啓発活動及び安全パトロール 

① 浜名湖安全パトロール 
浜名湖におけるレジャー船の航行安全の啓発（利用者のマナーの向上・違反

者に対する指導）及び通航届出制度の周知徹底を図るため、安全対策部会を中

心として、安全パトロールを実施した。 
安全対策部会では、パトロールの実施方法、実施結果の検討・協議を行った。  

ア 実施期間 ・７月６日～８月 31 日の間の計 14 回 

 ・10 月５日～10 月 13 日 の 計４回 合計 18 回 

イ 参加人員  延べ 95 人 

ウ 参加団体   11 団体 

エ 指導件数    141 件 

 

 

 

 
 
 
 
 
オ 安全対策部会 令和６年６月 19 日に開催 

 
② 安全講習 

浜名湖における航行安全の啓発を図るため、通航届出者を対象に、通航届出

受付窓口 50 か所において航行安全講習を実施した。 
 

③ 航行安全啓発資料の作成・配布等 
浜名湖における船舶等の安全の確保・水域の適正な利用を図るため、次のと

おり啓発資料の作成・配布等を行った。 
ア 財団機関誌「ルールとマナー」               4,500 部 

イ 安全航行啓発チラシ「出航前の安全確認」                  5,000 枚 

ウ 安全啓発ポスター「出航前の安全確認」              200 枚 

  

指導内容 

１ 今切口での釣り              54 件 

２ 水路内での釣り               49 件 

３ 遊走区域にかかるもの               31 件 

４ 海水浴場付近での遊走行為           ４件 

５ ライフジャケット着用義務      ２件 

６ 通航届出に関するもの        ０件 

７ その他                １件 
 



（２）航行安全施設等の設置維持管理 
  ① 航行案内標識等 

浜名湖における船舶の事故防止のため水路標識杭や航行安全看板等の設置

維持管理を行っている。 
令和６年度は、入出公共マリーナにて、「ルールとマナーを守り安全航行」

「マリーナ内スロー航行」の看板を陸上へ設置し、安全啓発に努めた。 
 

  ② 遊走制限水域表示ブイ 
県河川管理条例により遊走行為が禁止されている細江湖及び猪鼻湖におい

て、７月～９月の土曜日、日曜日、祝日及び休日に限り遊走制限水域を一部解

放することから、この水域を示すブイ 25 個（細江湖 13 個、猪鼻湖 12 個）の

揚降管理を行った。 
 
（３）船艇の登録 

① 通航届出済証の交付事務 
県からの受託事務として、浜名湖を航行する発動機付船舶所有者からの通航

届出の受付及び県浜松土木事務所への進達並びに届出者に対する通航届出済

証の交付を行った。 
対 象 期 間 通航届出受付件数 通航届出済証交付件数 

令和６年４月～令和７年３月 1,291 1,291 

うち新規 169 169 

 

② 船艇登録台帳の整備及び通航届出番号の発行 

浜名湖の航行安全と適正な係留を図るため、通航届出に基づき船艇登録台帳

を整備するとともに、「通航届出番号」（ステッカー）を発行した。 

 
③ 船艇登録パトロールの実施 

県条例による通航届出制度の周知徹底を図るため、公共係留施設に係留中の

｢通航届出番号｣不貼付の船舶に対し警告書を貼付した。   

また、当財団の係留施設内に無断係留している船舶の調査も併せて実施した。 

実施期間   11 月７日～11 月 14 日   延べ６日間 

警告書貼付船艇  602 隻 

 
 



２ 公共係留施設の管理運営に関する事業 
 
（１）湖面の適正利用の促進 

湖面の一層の適正利用を図るため、水域管理者（県・浜松市・湖西市）が実施

する不法係留船・放置艇対策に協力し、不法係留船・放置艇の調査（パトロール）、

指導を行った。 
  ・調査（パトロール）、指導 ３回 

          
（２）公共マリーナの管理運営 

不法係留船・放置艇を解消するため、県及び市町が整備した公共係留施設に財

団が船舶係留施設を整備し、その施設の管理運営を行っている。  

 

契約隻数：公共マリーナ 7か所 1,290 隻、公共係留施設 17 か所 384 隻 

  計 1,674 隻（R７.４.１現在） 

                      （ 1,781 隻（R６.４.１現在）） 

 

① 宇布見公共マリーナ（愛称 ユーテラス） 

区  分 規  模 備  考 

①浮桟橋係留 324 隻  

浮桟橋 ４基Ｌ= 460.6 m 平成 29 年９月 １基増設 

係留杭 996 本  

工事費 166,369 千円 
財団施工 平成 11 年４月完成 

（桟橋１基増設 平成 29 年 9 月完成） 

②護岸係留 197 隻  

   係留杭 609 本  

工事費 16,681 千円 財団施工 平成 11 年５月完成 

③収容隻数合計 521 隻 契約隻数 429 隻 

 係留杭合計 1,605 本  

工事費合計 183,050 千円 外部工事 県施工 1,027,000 千円 

④駐車場収容台数 191 台  

 

 

 

 



② 入出公共マリーナ（愛称 コデマリン） 

区  分 規  模 備  考 

①浮桟橋係留 210 隻 契約隻数 134 隻 

係留方式 Ｙブーム方式  

浮桟橋 ３基  Ｌ=323.8 m 財団施工 平成 12 年４月完成 

工事費 117,873 千円 外部工事 県施工 401,000 千円 

②駐車場収容台数 93 台  

 

③ 伊目公共マリーナ（愛称 マリーナ唐洲崎） 

区  分 規  模 備  考 

①浮桟橋係留 280 隻 契約隻数 138 隻 

係留方式 Ｙブーム方式  

浮桟橋 ４基  Ｌ= 404.4 m 財団施工 平成 16 年３月完成 

工事費 153,300 千円 外部工事 県施工 1,301,000 千円 

②駐車場収容台数 80 台  

 

④ 三ヶ日公共マリーナ（愛称 オレンジマリーナ） 

区  分 規  模 備  考 

①浮桟橋係留 130 隻 契約隻数 72 隻 

係留方式 Ｙブーム方式  

浮桟橋 ２基  Ｌ= 190.4 m 財団施工 平成 20 年３月完成 

工事費 79,060 千円 外部工事  県施工 862,000 千円 

②駐車場収容台数 98 台  

 

⑤ 伊佐地川公共マリーナ 

区  分 規  模 備  考 

①護岸係留 120 隻 契約隻数 43 隻  

係留杭      247 本 財団施工 平成 20 年 12 月完成 

工事費 31,542 千円 外部工事 県施工 1,035,000 千円 

②駐車場収容台数 94 台  

 

 

 

 



⑥ 伊佐見公共マリーナ（愛称 はまゆうマリーナ） 

区  分 規  模 備  考 

①浮桟橋係留 400 隻 契約隻数 297 隻  

係留方式 Ｙブーム方式  

浮 桟 橋 ９基Ｌ＝609ｍ 財団施工 平成 23 年３月完成 

工 事 費 271,028 千円 外部工事 県施工 1,400,000 千円 

②駐車場収容台数 122 台  

 

⑦ 浜名公共マリーナ 

区  分 規  模 備  考 

①浮桟橋係留 200 隻 契約隻数 177 隻  

係留杭 406 本  

工事費 155,400 千円 財団施工 平成 23 年３月完成 

②駐車場収容台数 20 台  

 

◎公共マリーナ施設利用料金               （R７.４.１現在） 

船  長 県内在住者（年額） 県外在住者（年額） 

６ｍ以下 86,900 円 104,500 円 

６ｍ超 ８ｍ以下 124,300 円 148,500 円 

 

⑧ 公共係留施設 

区  分 規  模 備  考 

箇 所 数 17 か所  

護岸係留 923 隻 契約隻数 384 隻  

係 留 杭 2,921 本  

工 事 費 515,670 千円 財団施工 平成 11 年度～17 年度完成 

 

◎公共係留施設利用料金                         （R７.４.１現在） 

区 分 船   長 県内在住者（年額） 県外在住者（年額） 

公共係留施設Ａ 
６ｍ以下 73,700 円  88,000 円  

６ｍ超 ８ｍ以下 94,600 円  113,300 円  

公共係留施設Ｂ 
６ｍ以下 57,200 円  68,200 円  

６ｍ超 ８ｍ以下 73,700 円  88,000 円  

 

（３）舞阪 PBS の管理運営 

県が整備した浜名港プレジャーボート係留施設（舞阪ＰＢＳ）について、平成 27 年度

から指定管理者としての管理運営を開始し、令和 2 年度及び令和 7 年度から５年間、

引き続き、指定管理者として指定を受けた。 



①  指定管理期間 

令和２年４月１日から令和７年３月 31 日まで（５年間） 

令和７年４月１日から令和 12 年３月 31 日まで（５年間） 

② 指定管理者の業務 

 ア 使用許可及びその取消しに関すること 

 イ 利用料金の徴収に関すること 

 ウ 維持管理に関すること 

 エ その他県又は財団が必要と認めること 

③ 係留施設の概要 

 （R７.４.１現在） 

区  分 延 長 規模 工 期 整備費 契約隻数 

蓬莱園 A L = 352 m 113 隻 H４～H12 439,500 千円 36 隻 

乙女園 B L = 370 m 113 隻 H12～H15 306,100 千円 78 隻 

観月園 C L = 430 m 140 隻 H19～H22 343,900 千円 73 隻 

千鳥園 D L = 465 m 143 隻 H20～H21 360,782 千円 51 隻 

千鳥園北Ｅ L = 373 m 101 隻 H22～H24 350,045 千円 40 隻 

計 L=1,990m 610 隻  1,800,327 千円 278 隻 

                                          （R6.４.１現在 289 隻） 

 

◎PBS 利用料金                          （R７.４.１現在） 

管理区分 船 長 条 件 
県内在住者 

（年額） 

県外在住者 

（年額） 

指定管理 

６ｍ以下 
１種 63,800 円  75,900 円  

２種 127,600 円  152,900 円  

６ｍ超 

  ８ｍ以下 

１種 95,700 円  114,400 円  

２種 191,400 円  229,900 円  

※ 利用料金は県条例の範囲内で指定管理者が定める。ただし、あらかじめ県の承認が必要 

※ １種艇とは２種艇以外のﾌﾟﾚｼﾞｬｰﾎﾞｰﾄ 

※ ２種艇とは船幅 2.3m 以上かつ投影面積（船長×船幅）が 13 ㎡以上のﾌﾟﾚｼﾞｬｰﾎﾞｰﾄ 

 
（４）公共マリーナ等への新規係留艇受入れ 

   公共係留施設の受入れは平成 12 年当時の不法係留船に限定してきたが、平成

24 年 12 月に静岡県知事より、それ以後の不法係留船及び新規購入の船舶の受入

れについても公益事業の対象になると認められたため、海洋性レジャーの振興促

進と新たな不法係留船の防止対策として、平成 25 年度から新規係留艇の募集を

開始した。 



   令和６年度は、80 隻（舞阪 PBS の 20 隻含む）の募集に対して 42 隻の応募があ

り、最終的に 35 隻を新規係留艇として受け入れた。 
 

  ・募集期間  令和６年６月１日～６月 30 日 

  ・募集隻数  80 隻 

公共マリーナ名等 募集隻数 契約等隻数 

宇布見 ９隻  ６隻  

浜 名 ４隻  ２隻  

入 出 12 隻  ５隻  

伊 目 ９隻  ４隻  

三ケ日 ９隻  ２隻  

伊佐地川 ７隻  １隻  

伊佐見 10 隻  10 隻  

舞阪 PBS 20 隻  ５隻  

計 80 隻  35 隻  

 
３ その他目的を達成するために必要な事業 
 
（１）会議の開催及び各種会議への出席 

① 財団の会議 
財団の事業を推進するため、会議を開催した。 

ア 理事会･評議員会･監査 
開催日 区 分 議    事    等 会  場 

４月 30 日 評議員会 評議員及び監事の選任 書面決議 

５月９日 監査 令和５年度事業報告・収支決算監査 静岡銀行ほか 

５月 22 日 理事会 
令和５年度事業報告・収支決算報告  

評議員会の招集 
浜松総合庁舎 

６月６日 評議員会 
令和５年度事業報告・収支決算報告  

評議員の選任 
〃 

10 月 21 日 理事会 舞阪 PBS 指定管理申請 書面決議 

３月３日 理事会 

令和６年度補正予算  

令和７年度事業計画・当初予算  

資金調達及び設備投資の見込み  

資金運用計画 

報酬等に関する規程の一部改正 

評議員会の招集 

浜松総合庁舎 



３月 17 日 評議員会 評議員及び理事の選任 書面決議 

３月 27 日 理事会 

専務理事の選定 

評議員会の招集 

事務局長の任免 

〃 

 
イ 運営委員会 
開催日 部会名 議  事  等 会  場 

５月 16 日 
企画運営

委員会 
令和５年度事業報告・収支決算報告 浜松総合庁舎 

６月 19 日 
安全対策

部 会 
浜名湖安全パトロールの実施方法 〃 

２月 19 日 
企画運営 

委員会 

令和６年度補正予算  

令和７年度事業計画・当初予算  

資金調達及び設備投資の見込み  

資金運用計画 

報酬等に関する規程の一部改正 

〃 

 
② 各種会議 

係船施設の整備促進及び、浜名湖の環境整備と秩序ある利用を図るため、関

係機関及び関係団体が主催する会議に出席した。 
開催日 会議名等 主催 会場 

１月 15 日 浜名湖水辺整備推進協議会 県河川砂防局 浜松総合庁舎 

３月 14 日 
浜名湖今切口周辺の安全に関する連絡

協議会 
浜松土木事務所 〃 

3 月 25 日 浜名湖水辺整備推進協議会及び幹事会 県河川砂防局 書面開催 

 
 

（２）地元各種行事への協力参加 
各種行事等における安全指導や協力参加を通じて、湖面の事故防止及び安全確

保に努めた。 
 
開催日 内       容 会  場 

７月６日 浜松市立伊目小学校遠泳大会 浜名湖内 

７月 19 日 浜松市立伊佐見小学校浜名湖校外学習 〃 

 

 



備　考科        目 公１会計 法人会計

令和６年度　収支計算書
令和６年４月１日から令和７年３月31日まで

（単位：円）

 １．事業活動収入

Ⅰ　事業活動収支の部

決算額 予算額 差　異

235,000 88,475 基本財産205,900千円

     事業収入 197,046,502 14,656,266 211,702,768

323,475 235,000 88,475

         基本財産受取利息 323,475 0 323,475

      基本財産運用収入 323,475

329,000

通航届出受託事業収入 18,953,000 0 18,953,000 18,000,000 953,000

216,599,000 -4,896,232

安 全 対 策 費 収 入 11,331,600 596,400 11,928,000 11,599,000

     雑収入 172,496

180,821,768 187,000,000 -6,178,232
6年度収入180,346,843円
6年度未収金474,925円係 船 利 用 料 収 入 166,761,902 14,059,866

172,496 40,000 132,496

     賞与引当金戻入 3,105,000 345,000 3,450,000 3,450,000 0

147,462 40,000 107,462

雑 収 入 25,034 0 25,034 0

受 取 利 息 147,462 0

215,648,739 220,324,000 -4,675,261

 ２．事業活動支出

       事業活動収入計 200,647,473 15,001,266

25,034

7,837,396 7,900,000 62,604

給 与 手 当 25,463,888 25,463,888

役 員 報 酬 7,837,396

     事業費支出 151,316,108 151,316,108 167,720,000 16,403,892

0

賞 与 引 当 金 繰 入 2,800,000 2,800,000 2,800,000 0

26,600,000 1,136,112

臨 時 雇 賃 金 0 0 0

退 職 金 0 0 0 0

4,832,109 5,200,000 367,891

旅 費 交 通 費 125,152 125,152

800,000 800,000 0

福 利 厚 生 費 4,832,109

職員退職給付費用 800,000

1,612,346

消 耗 品 費 2,243,647 2,243,647 4,000,000 1,756,353

580,000 454,848

通 信 運 搬 費 1,687,654 1,687,654 3,300,000

係船施設補修

印 刷 製 本 費 3,255,914 3,255,914 4,220,000 964,086

修 繕 費 30,422,006 30,422,006 35,200,000 4,777,994

1,433,220 1,750,000 316,780

賃 借 料 318,544 318,544

光 熱 水 費 1,433,220

燃 料 費 765,757 765,757 1,550,000 784,243

194,397 係船施設賠償保険等

諸 謝 金 60,000 60,000 80,000

750,000 431,456

保 険 料 9,575,603 9,575,603 9,770,000

施設管理委託等

20,000

委 託 費 33,000,012 33,000,012 35,000,000 1,999,988

消費税等

支 払 利 息 180,279 180,279 190,000 9,721

租 税 公 課 11,092,350 11,092,350 11,580,000 487,650

漁業振興費

顧 問 指 導 料 396,000 396,000 400,000 4,000

長期借入金利息

振 興 費 6,675,900 6,675,900 7,050,000 374,100

0

貸 倒 償 却 364,500 364,500 500,000 135,500

納 付 金 6,000,000 6,000,000 6,000,000

顧問弁護士報酬

雑 費 1,986,177 1,986,177 2,500,000 513,823

係船利用料収納不能



投資活動収入計

投資活動支出計

長期借入金収入
財務活動収入計

財務活動支出計

0 0 0

基本財産取得支出 0

4,252,504 4,300,000 47,496

給 与 手 当 3,317,789 3,317,789

役 員 報 酬 4,252,504

   　管理費支出 15,001,266 15,001,266 17,180,000 2,178,734

1,162,511 1,400,000 237,489

会 議 費 0 0

福 利 厚 生 費 1,162,511

3,600,000 282,211

賞 与 引 当 金 繰 入 700,000 700,000 700,000 0

800,000 500,617

印 刷 製 本 費 22,000 22,000 30,000

250,000 250,000 評議員会、理事会等

役 員 旅 費 交 通 費 299,383 299,383

28,275 50,000 21,725

消 耗 品 費 251,055 251,055

旅 費 交 通 費 28,275

8,000

通 信 運 搬 費 54,718 54,718 60,000 5,282

50,000

光 熱 水 費 123,961 123,961 250,000 126,039

500,000 248,945

0 50,000修 繕 費 0

役員等賠償責任保険

顧 問 指 導 料 880,000 880,000 900,000 20,000

76,189 100,000 23,811

保 険 料 112,000 112,000 150,000 38,000

賃 借 料 76,189

慶弔費等

負 担 金 支 出 2,357,600 2,357,600 2,400,000 42,400

顧問税理士報酬

交 際 費 27,000 27,000 150,000 123,000

841,257 850,000 8,743

雑 費 495,024 495,024
委 託 費 841,257

ミナトリング負担金等

租 税 公 課 0 0 20,000 20,000
0渉 外 費

18,582,626
事業活動収支差額 49,331,365 0 49,331,365 35,424,000 -13,907,365 

620,000 124,976
      事業活動支出計 151,316,108 15,001,266 166,317,374 184,900,000

1,100,000 1,100,000 0
21,100,000 21,100,000

１．投資活動収入

什器購入引当資産取崩収入 1,100,000

 Ⅱ. 投資活動収支の部

1,100,000 -20,000,000
２．.投資活動支出
什器備品等購入支出 1,785,638 1,785,638 2,000,000

投資活動収支差額 -20,685,638 0

0
41,785,638 41,785,638 22,000,000 -19,785,638

214,362

大規模修繕引当資産取得支出 20,000,000 20,000,000 20,000,000
-20,000,00020,000,000 20,000,000

0 0 0 0

-11,746,000 0

公共マリーナ建設費等借入
11,746,000 11,746,000 11,746,000 0

0 0
２．財務活動支出
長期借入金返済支出 11,746,000 11,746,000 11,746,000 0

0 0

次期繰越収支差額 84,664,949

-14,121,727
前期繰越収支差額 67,765,222 67,765,222 67,765,222 0
当期収支差額 16,899,727 0 16,899,727 2,778,000

１．財務活動収入

-20,685,638 -20,900,000 214,362
 Ⅲ. 財務活動収支の部

84,664,949 70,543,222 -14,121,727

0 0
-11,746,000 -11,746,000 0

 Ⅳ. 予備費支出 0 0 0
財務活動収支差額



科        目 令和６年度 令和５年度 増減
Ⅰ　一般正味財産増減の部

  正味財産増減計算書　

(令和６年４月１日から令和７年３月31日)

[ 単位：円 ]

          基本財産運用益 323,475 219,843 103,632
            基本財産受取利息 323,475 219,843 103,632

  １．経常増減の部
    (1) 経常収益

             通航届出業務等受託事業収益 18,953,000 18,381,000 572,000
            係船利用料収益 180,821,768 188,195,791 △ 7,374,023

          事業収益 211,702,768 219,006,791 △ 7,304,023
            安全対策費収益 11,928,000 12,430,000 △ 502,000

            受取利息 147,462 81,631 65,831
            雑収入 25,034 860,520 △ 835,486

          雑収益 172,496 942,151 △ 769,655

          貸倒引当金戻入 258,790 17,631 241,159

　　　　　償却債権取立益 0 0 0
3,350,000 100,000          賞与引当金戻入 3,450,000

        事業費 182,978,143 193,459,840 △ 10,481,697
            役員報酬 7,837,396 7,699,092 138,304

        経常収益計 215,907,529 223,536,416 △ 7,628,887
    (2) 経常費用

            賞与引当金繰入 2,800,000 2,760,000 40,000
            退職給付費用 800,000 820,000 △ 20,000

            給与手当 25,463,888 22,376,088 3,087,800
            臨時雇賃金 0 1,284,726 △ 1,284,726

            通信運搬費 1,687,654 1,990,507 △ 302,853
            消耗品費 2,243,647 2,184,830 58,817

            福利厚生費 4,832,109 5,290,103 △ 457,994
            旅費交通費 125,152 85,572 39,580

            燃　料　費 765,757 1,013,038 △ 247,281
            光熱水費 1,433,220 1,250,624 182,596

            修　繕　費 30,422,006 24,874,960 5,547,046
            印刷製本費 3,255,914 5,455,249 △ 2,199,335

            諸　謝　金 60,000 60,000 0
            委　託　費 33,000,012 33,647,836 △ 647,824

            賃　借　料 318,544 272,880 45,664
            保　険　料 9,575,603 9,558,343 17,260

            支払利息 180,279 238,880 △ 58,601
            振　興　費 6,675,900 7,045,500 △ 369,600

            負担金支出 0 0 0
            租税公課 11,092,350 9,985,410 1,106,940

            納　付　金 6,000,000 7,000,000 △ 1,000,000
　　　　　  減価償却費 31,529,077 46,602,507 △ 15,073,430

            顧問指導料 396,000 396,000 0
            雑　　　費 1,986,177 945,355 1,040,822

　　　　　  貸倒償却 364,500 363,550 950
　　　　　  貸倒引当金繰入 132,958 258,790 △ 125,832



0 0

科        目 令和６年度 令和５年度 増減
        管理費 15,001,266 15,453,976 (△ 452,710)

            賞与引当金繰入 700,000 690,000 10,000
            福利厚生費 1,162,511 1,175,582 △ 13,071

            役員報酬 4,252,504 4,179,528 72,976
            給与手当 3,317,789 3,208,355 109,434

            印刷製本費 22,000 8,800 13,200
            通信運搬費 54,718 60,000 △ 5,282

            会　議　費 0 0 0
            役員旅費交通費 299,383 445,840 △ 146,457

            修　繕　費 0 0 0
            光熱水費 123,961 117,509 6,452

            旅費交通費 28,275 10,720 17,555
            消耗品費 251,055 430,890 △ 179,835

            顧問指導料 880,000 880,000 0
            交　際　費 27,000 30,000 △ 3,000

            賃　借　料 76,189 38,965 37,224
            保　険　料 112,000 112,000 0

　　　　　  委　託　費 841,257 818,452 22,805
            雑　　　費 495,024 938,785 △ 443,761

            負担金支出 2,357,600 2,307,600 50,000
            租税公課 0 950 △ 950
            渉　外　費 0 0 0

0
　　特定資産評価損益等 0
　　投資有価証券評価損益等 0

        経常費用計 197,979,409 208,913,816 △ 10,934,407
　　評価損益等調整前当期経常増減額 17,928,120 14,622,600 3,305,520
　　基本財産評価損益等

    (1) 経常外収益

　　評価損益等計 0
          当期経常増減額 17,928,120 14,622,600 3,305,520
  ２．経常外増減の部

        　  固定資産除却費 5 446,260 △ 446,255

            固定資産受贈益 0 0 0
          経常外収益計 0 0 0
    (2) 経常外費用

3,751,775
           一般正味財産期首残高 205,278,773 191,102,433 14,176,340

          経常外費用計 5 446,260 △ 446,255
           当期経常外増減額 △ 5 △ 446,260 446,255

0
          当期指定正味財産増減額 0 0 0

           一般正味財産期末残高 223,206,888 205,278,773 17,928,115
Ⅱ　指定正味財産増減の部

17,928,115

          指定正味財産期首残高 205,700,000 205,700,000 0
          指定正味財産期末残高 205,700,000 205,700,000 0
Ⅲ　正味財産期末残高 428,906,888 410,978,773

　　　　　一般正味財産への振替額
            減価償却費振替額 0 0

           当期一般正味財産増減額 17,928,115 14,176,340



Ⅰ　資産の部

１．流動資産

 

２．固定資産

 (1) 基本財産

 (2) 特定資産

（3）その他の固定資産

その他固定資産合計

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

２．固定負債

長期借入金

退職給付引当金

 貸 借 対 照 表 

令和７年３月31日現在

（単位：円 ）

科        目 令和６年度 令和５年度 増減

現 金 預 金 103,713,863 90,914,207 12,799,656
貯 蔵 品 7,737,113 7,737,113 0

流 動 資 産 合 計 117,027,860 104,950,122 12,077,738

未 収 金 5,471,267 6,193,185 △ 721,918
仮 払 金 105,617 105,617 0

定 期 預 金 35,900,000 75,900,000 △ 40,000,000
有 価 証 券 150,000,000 130,000,000 20,000,000

現 金 預 金 20,000,000 0 20,000,000

退職給付引当資産 8,070,000 7,270,000 800,000
什器購入引当資産 440,000 1,540,000 △ 1,100,000

基 本 財 産 合 計 205,900,000 205,900,000 0

構 築 物 108,712,567 134,618,223 △ 25,905,656

大規模修繕引当資産 44,000,000 24,000,000 20,000,000
特 定 資 産 合 計 52,510,000 32,810,000 19,700,000

什 器 備 品 2,548,613 1,783,959 764,654
出 資 金 10,000 10,000 0

船 舶 2 2 0
車 両 運 搬 具 449,841 686,013 △ 236,172

123,971,784 153,715,228 △ 29,743,444
固 定 資 産 合 計 382,381,784 392,425,228 △ 10,043,444

プログラム開発 12,075,437 16,441,707 △ 4,366,270
電 話 加 入 権 175,324 175,324 0

未 払 金 7,773,750 11,014,639 △ 3,240,889

資 産 合 計 499,409,644 497,375,350 2,034,294

賞 与 引 当 金 3,500,000 3,450,000 50,000
流 動 負 債 合 計 24,758,756 29,706,577 △ 4,947,821

前 受 金 13,179,550 14,876,700 △ 1,697,150
仮 受 金 157 157 0

365,081 △ 59,782預 り 金 305,299

固 定 負 債 合 計 45,744,000 56,690,000 △ 10,946,000
負 債 合 計 70,502,756 86,396,577 △ 15,893,821

37,674,000 49,420,000 △ 11,746,000

8,070,000 7,270,000 800,000
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Ⅲ　正味財産の部

１．指定正味財産

(うち基本財産への充当額)

２．一般正味財産

(うち基本財産への充当額)

(うち特定資産への充当額)

負債及び正味財産合計

1 基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記に記載している。

2 引当金の明細は、財務諸表に対する注記に記載している。

 附 属 明 細 書 

正 味 財 産 合 計 428,906,888 410,978,773 17,928,115

499,409,644 497,375,350 2,034,294

(200,000) (200,000) (0)

(44,440,000) (25,540,000) (18,900,000)

(205,700,000) (205,700,000) (0)

223,206,888 205,278,773 17,928,115

205,700,000 205,700,000 0

-13 -



預金
＜定期預金＞

什器備品 書棚

382,381,784
     資産合計 499,409,644

プログラム開発 係船管理システム 公益目的事業に使用 12,075,437

  

   固定資産合計

電話加入権 公益目的事業と法人管理の供用資産 175,324

什器備品 電話機 公益目的事業と法人管理の供用資産 267,672

出資金 浜松磐田信用金庫本店 長期借入れのための出資 10,000

什器備品 パソコン 公益目的事業に使用 710,489
什器備品 複合機 公益目的事業と法人管理の供用資産 527,032

什器備品 NASシステム 公益目的事業に使用 97,338
公益目的事業に使用 109,516

車両運搬具 普通自動車　2台 公益目的事業に使用 449,841
什器備品 パトロール艇エンジン 安全パトロールに使用 23,086
什器備品 屋外掲示板等 公益目的事業に使用 813,480

構築物 水路案内標識杭 公益目的事業に使用 60,215,101

構築物 公共係船施設の係留杭、桟橋等公益目的事業に使用 48,497,466

船舶 パトロール艇　2艇 安全パトロールに使用 2

大規模修繕引当資産　　　　〃 マリーナ大規模修繕資金として管理 44,000,000
    その他固定資産 123,971,784

退職給付引当資産 静岡銀行浜松中央支店 職員に対する退職金の支払に備えたもの 8,070,000
  什器購入引当資産 信用漁業協同組合連合会 パトロール艇購入資金等として管理 440,000

スルガ銀行浜松支店 　　　〃 30,000,000
52,510,000

  ＜定期預金＞
    特定資産

有価証券 150,000,000

  浜松磐田信用金庫本店
公益目的保有財産であり、満期保有目
的で保有し運用益を公益目的事業の財
源として使用

20,000,000

静岡銀行浜松中央支店 　　　〃 100,000,000

  遠州信用金庫本店 　　　〃 3,000,000
  信用漁業協同組合連合会 　　　〃 22,900,000

  浜松磐田信用金庫本店 　　　〃 10,000,000
  スルガ銀行浜松支店 　　　〃 0

    基本財産

  静岡銀行浜松中央支店
公益目的保有財産であり、運用益を公益
目的事業の財源として使用 0

35,900,000

未収金 係船利用者 係船利用料の過年度、当年度の未収入分 518,267

   流動資産合計 117,027,860
  (固定資産)

貯蔵品 係留係船杭及びYブーム等 公共マリーナ等の修繕に使用 7,737,113
仮払金 役員旅費交通費等 ４月分旅費、４月分小口現金 105,617
未収金 受託事業の未収金 通航届出業務等受託事業未収入分 4,953,000

＜定期預金＞
  静岡銀行浜松中央支店 運転資金として 3,000,000
  信用漁業協同組合連合会 　　　〃 12,660,000

  スルガ銀行浜松支店 　　　〃 263,619
遠州信用金庫本店 　　　〃 987,662

  信用漁業協同組合連合会 　　　〃 8,103,925

  浜松磐田信用金庫本店 　　　〃 21,123,810
  清水銀行浜松支店 　　　〃 8,418,036

  (流動資産)
＜普通預金＞

  静岡銀行浜松中央支店 運転資金として 49,156,811
預金

財産目録
令和７年３月31日現在

（単位:円）
貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金        額
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  (流動負債)

   固定負債合計 45,744,000
     負債合計 70,502,756
     正味財産 428,906,888

  (固定負債)

  賞与引当金 職員・常勤理事 職員等の賞与の引当金 3,500,000

長期借入金 浜松磐田信用金庫本店 公共マリーナ等整備資金として借入れ 18,000,000
長期借入金 信用漁業協同組合連合会 公共マリーナ等改修資金として借入れ 19,674,000

  退職給付引当金 職員 職員に対する退職金の支払に備えたもの 8,070,000

   流動負債合計 24,758,756

  前受金 係船者 係船利用料収入 121,550
  仮受金 役員 所得税 157

預り金 源泉徴収所得税 職員から受領した所得税 305,299  

  未払金 静岡県 指定管理業務納付金 6,000,000
金融機関

  前受金 通航届出者 安全対策費収入 13,058,000

３月分ＦＡＸ振込手数料

未払金 請負業者 固定資産（什器備品、ソフトウェア） 0

未払金 会計顧問税理士 880,000

役員
職員

３月分旅費

218,000
未払金 15,620

会計指導料
３月分安全講習会費未払金 通航届出取扱窓口業者

未払金
未払金 賃借料、消耗品 314,777請負業者

38,416
未払金 ３月分時間外手当・旅費、社会保険料 306,937

-23 -



令和７年度 事業計画 
 
１ 船舶等の航行安全 
（1） 航行安全のための啓発活動及び安全パトロール 

浜名湖の利用者に対する安全意識の高揚と安全の確保を図り、さらに、水域の適

正利用を図るため、次の事業を実施する。 

① 機関誌及びポスター等の作成と配布 

『機関誌 ルールとマナー』……………… ４，５００部 

『安全航行啓発チラシ』…………………… ５，０００部 

『安全啓発ポスター』………………………   ２００部 

② 安全対策部会構成機関による安全パトロールの実施 

パトロール艇「ハーモニー」を主力とし、２艇によりプレジャーボートの安全航

行の指導、保管の適正化、レジャー客の保護指導など安全思想の普及啓発を積極的

に実施する。 

・実施期間…………………………………… ４～10 月のハイシーズン及び随時 

・参加機関…………………………………… 県、市、警察、漁協、マリン関係団体 

③ 通航届出者に対して航行安全講習を実施する。 

・受付取扱窓口………………………………         ４７か所 

・届出者見込…………………………………     １，４００人 

 

（2） 航行安全施設の設置維持管理 

浜名湖における船舶の航行安全を図るため、船舶航行案内標識等の設置維持管理

を実施する。また、船舶航行案内標識杭の破損等の現況調査を行い、安全航行の支障

とならないよう計画的に打換え・補修を実施する。 

令和７年１月 31日現在、管理している施設等は以下のとおり。 

・船舶航行案内標識（杭）…………………     １６９か所 

・遊走区域制限水域標識（杭）……………        ８か所 

・同上（期間指定ブイ）……………………        ２か所 

・安全航行看板………………………………       １１か所 

・掲示板………………………………………       ２５か所 

合 計    ２１５か所 



（3） 船艇の登録 

浜名湖における航行安全の確保と船艇所有者の把握のため、船艇登録事業と静岡県

河川管理条例に基づく浜名湖通航届出受託業務を実施する。 

ア 通航届出の更新をはがきにより通知 

イ 通航届出済証、通航届出番号（ステッカー）の交付と船艇登録台帳の整備 

ウ 通航届出を促し未登録船艇を解消するための対策の実施 

・指導、警告書の貼付等パトロール強化による登録の徹底 

・機関誌、ポスター、安全講習会資料等を利用した通航届出制度の周知 

・ホームページによる広報 

エ 浜名湖通航届出にかかる受託業務の実施 

通航届出状況（令和７年１月末現在）  （単位：隻、％） 

船   種 届出隻数 構成比 

円ハンドル・モーターボート 1,654 41.7 

バーハンドル・モーターボート 985 24.9 

水上オートバイ 275 6.9 

ヨット 43 1.1 

その他 ５ 0.1 

漁 船 1,001 25.3 

計 3,963  100.0 

 

 

２ 公共係留施設の管理運営 

（1） 湖面の適正利用の促進 

浜名湖において新たな不法係留船・放置艇の発生を防止するため、県、市、漁協及

び関係団体と協力し、次の業務を実施する。 

① 放置艇監視パトロール 
平成 22 年度末での暫定係留施設占用期間終了に伴い、恒久係留施設に移動し不

法係留はほぼ解消された。しかし、一旦は恒久係留施設に移動したものの再び元の

場所に戻っている船が見受けられるため、水域管理者（静岡県・浜松市・湖西市）

等と協力し定期的にパトロールを実施する。 
② 係留施設等の利用マナー看板の設置維持管理（115 か所） 
③ 県、市、漁協及び関係団体との協議、調整 
④ 係留施設内のパトロール、清掃業務等を委託している自主係船組合の指導・育成 

   
 
 
 
 



（2） 公共マリーナ・公共係留施設の管理運営 
不法係留船・放置艇を解消するため、護岸等を河川管理者（県、市町）が整備し、

財団が桟橋等を整備した公共マリーナ・公共係船施設の管理運営を実施する。 

 

① 公共マリーナ桟橋の点検補修 

桟橋各部材（デッキ板、係船ビーム等）の定期点検と補修を実施する。 

②  公共マリーナ桟橋鋼管杭の修繕工事 

劣化が見られる桟橋鋼管杭の修繕工事を実施する。 

③ 公共マリーナ施設修繕計画の検討 

    順次、供用開始後 25 年を迎えることとなる公共マリーナに関して修繕計画の検

討を行う。 

④ 係留施設の概要 

ア 宇布見公共マリーナ（愛称ユーテラス） 

区  分 規  模 備  考 

①浮桟橋係留 324 隻  

浮 桟 橋 4 基 Ｌ=460.6 m 平成 29 年９月 1 基増設 

係 留 杭 996 本  

工 事 費 166,369 千円 財団施工 平成 11 年４月完成 

（桟橋１基増設 平成 29 年９月完

成） 

②護岸係留 197 隻  

  係 留 杭 609 本  

工 事 費 16,681 千円 財団施工 平成 11 年 5 月完成 

③収容隻数合計 521 隻 契約隻数 437 隻(R７.1.31 現在) 

 係留杭合計  1,605 本  

工事費合計  183,050 千円 外部工事 県施工 1,027,000 千円 

④駐車場収容台数 191 台  

 

イ 入出公共マリーナ（愛称コデマリン） 

区  分 規  模 備  考 

①浮桟橋係留 210 隻 契約隻数 140 隻(R７.1.31 現在) 

係留方式  Ｙブーム方式  

浮 桟 橋 ３基 Ｌ=323.8 m 財団施工 平成 12 年 4 月完成 

工 事 費 117,873 千円 外部工事 県施工 401,000 千円 

②駐車場収容台数 93 台  

 

 

 

 



ウ 伊目公共マリーナ(愛称マリーナ唐洲崎) 

区  分 規  模 備  考 

①浮桟橋係留 280 隻 契約隻数 141 隻(R７.1.31 現在) 

係留方式  Ｙブーム方式  

浮 桟 橋 ４基 Ｌ=404.4m 財団施工 平成 16 年 3 月完成 

工 事 費 153,300 千円 外部工事 県施工 1,301,000 千円 

②駐車場収容台数 80 台  

 
エ 三ケ日公共マリーナ(愛称オレンジマリーナ) 

区  分 規  模 備  考 

①浮桟橋係留 130 隻 契約隻数 73 隻(R７.1.31 現在)    

係留方式  Ｙブーム方式  

浮 桟 橋 2 基 Ｌ=190.4m 財団施工 平成 20 年 3 月完成 

工 事 費 79,060 千円 外部工事 県施工 862,000 千円 

②駐車場収容台数 98 台  

 

オ 伊佐地川公共マリーナ 

区  分 規  模 備  考 

①護岸係留 120 隻 契約隻数  46 隻(R７.1.31 現在)    

係 留 杭  247 本 財団施工 平成 20 年 12 月完成 

工 事 費 31,542 千円 外部工事 県施工 1,035,000 千円 

②駐車場収容台数 94 台  

  

カ 伊佐見公共マリーナ(愛称はまゆうマリーナ) 
区  分 規  模 備  考 

①浮桟橋係留 400 隻 契約隻数 304 隻(R７.1.31 現在)    

係留方式  Ｙブーム方式  

浮 桟 橋 ９基 Ｌ＝609ｍ 財団施工 平成 23 年 3 月完成 

工 事 費 271,028 千円 外部工事 県施工 1,400,000 千円 

②駐車場収容台数 122 台  

 

キ 浜名公共マリーナ 

区  分 規  模 備  考 

①浮桟橋係留 200 隻 契約隻数 184 隻(R７.1.31 現在)    

係 留 杭  406 本  

工 事 費 155,400 千円 財団施工 平成 23 年 3 月完成 

②駐車場収容台数 15 台  

 

 



◎ 公共マリーナ施設利用料金 

船  長 県内在住者（年額） 県外在住者（年額） 

６ｍ以下  86,900 円 104,500 円 

６ｍ超 ８ｍ以下 124,300 円 148,500 円 

 

ク 公共係留施設 

区  分 規  模 備  考 

箇 所 数 17 か所  

護岸係留 923 隻 契約隻数 398 隻(R７.1.31 現在)    

係 留 杭 2,921 本  

工 事 費 275,867 千円 

係留杭打替え整備工事 

村櫛西側係留施設以外 24 年度完成 

村櫛西側係留施設 26 年度完成 

 

◎公共係留施設利用料金 

区 分 船   長 県内在住者（年額） 県外在住者（年額） 

公共係留施設Ａ 
６ｍ以下 73,700 円  88,000 円  

６ｍ超 ８ｍ以下 94,600 円  113,300 円  

公共係留施設Ｂ 
６ｍ以下 57,200 円  68,200 円  

６ｍ超 ８ｍ以下 73,700 円  88,000 円  

    

（3） 舞阪 PBS の管理運営 

県が整備した浜名港プレジャーボート係留施設（舞阪ＰＢＳ）について、平成 27

年度から指定管理者制度が導入され、第１期（平成 27 年度～令和元年度）及び第２

期（令和２年度～令和６年度）と当財団が、指定管理者として管理運営を行ってきた

が、第３期（令和７年度～令和 11年度）についても引き続き、指定管理者の指定を

受けたことから、以下のとおり舞阪 PBS の管理運営を実施する。 

①  指定管理期間 
令和７年４月１日から令和 12 年３月 31日まで(５年間) 

② 指定管理者の業務 
ア 使用許可及びその取消しに関すること。 

イ 利用料金の徴収に関すること。 

ウ 維持管理に関すること。 

エ その他県又は財団が必要と認めること。 

 

 

 

 

 



③ 係留施設の概要 

 区  分 延 長 収容隻数 
工 期 

(年 度) 
整備費 

許可隻数 

R７.1.31 

蓬莱園Ａ L = 352 m 113 隻 H 4～H12 439,500 千円 37 隻 

乙女園Ｂ L = 370 m 113 隻 H12～H15 306,100 千円 78 隻 

  観月園Ｃ L = 430 m 140 隻 H19～H22 343,900 千円 74 隻 

  千鳥園南Ｄ L = 465 m 143 隻 H20～H21 360,782 千円 53 隻 

千鳥園北Ｅ L = 373 m 101 隻 H23～H24 350,045 千円 39 隻 

計 L = 1,990 m 610 隻  1,800,327 千円 281 隻 

        ＊収容隻数は令和６年度の指定管理対象隻数 

 

◎PBS 利用料金 

管理区分 船 長 条 件 県内在住者（年額） 県外在住者（年額） 

指定管理 

６ｍ以下 
1 種 63,800 円 75,900 円 

2 種 127,600 円 152,900 円 

６ｍ超 

   ８ｍ以下 

1 種 95,700 円 114,400 円 

2 種 191,400 円 229,900 円 

８ｍ超 
1 種 127,600 円 152,900 円 

2 種 255,200 円 306,900 円 

※ 利用料金は県条例の範囲内で指定管理者が定める。ただし、あらかじめ県の承認

が必要 

※ 1 種艇とは 2 種艇以外のﾌﾟﾚｼﾞｬｰﾎﾞｰﾄ 

※ 2 種艇とは船幅 2.3m 以上かつ投影面積（船長×船幅）が 13 ㎡以上のﾌﾟﾚｼﾞｬｰﾎﾞｰﾄ 

 
（4） 公共係留施設等への新規係留艇受入れ 

係留艇の受入れは平成 12 年当時の不法係留船に限定してきたが、平成 24 年 12 月

に静岡県知事より、それ以後の不法係留船及び新規購入の船艇の受入れについても

公益事業の対象になると認められたため、平成 25 年度からこれら新規艇の募集を行

っており、令和７年度も同様に実施する。(募集予定隻数は 80 隻程度) 

新規艇を受け入れることにより、不法係留船・放置艇の未然防止を図ることはもと

より、浜名湖における海洋性レクリエーション活動の健全な発展が一層期待できる。 

なお、新規艇の受入れ方法については、浜名湖水域利用推進調整会議において、

関係者による協議により決定している。 

 
 
 
 
 



３ その他目的を達成するために必要な事業等 
（1） 「浜名湖ミナトリング」協賛 

浜名港が地域の賑わい拠点としての魅力を向上させることを目的として平成 29 年

度から開催している「浜名湖ミナトリング」について、引き続きイベントへの協賛を

行う。 

 

(2)  「浜名湖今切口周辺の安全に関する連絡協議会」における取組への参加 

   プレジャーボートによる事故防止の観点からパトロール等の取組に参加する。 

 

(3)  大規模災害時の輸送活動支援 

令和４年度に県、浜松市、湖西市、静岡県マリーナ協会西部支部及び当財団の５者

により締結した災害協定に基づいて、災害発生時に船舶による人員や物資等の輸送

に協力する。 

 

（4） 関係機関との連携 

浜名湖の湖面の総合的な適正利用を促進するため、警察署、海上保安署及び関係機

関と連携を図る。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



（単位：円 ）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１　経常増減の部

 (1) 経常収益

基本財産運用益 385,000 385,000

基本財産受取利息 385,000 385,000

事業収益 189,551,000 17,610,000 207,161,000

安 全 対 策 費 収 益 10,603,000 558,000 11,161,000

通航届出受託収益 18,000,000 18,000,000

係 船 利 用 収 益 160,948,000 17,052,000 178,000,000

     雑収益 43,000 43,000

受 取 利 息 43,000 43,000

貸倒引当金戻入 500,000 500,000

賞与引当金戻入 2,800,000 700,000 3,500,000

       経常収益計 193,279,000 18,310,000 211,589,000

 (2) 経常費用

事業費 195,444,000 195,444,000

役 員 報 酬 8,300,000 8,300,000

給 与 手 当 26,800,000 26,800,000

臨 時 雇 賃 金 0 0

賞 与 引 当 金 繰 入 2,800,000 2,800,000

職員退職給付費用 1,840,000 1,840,000

福 利 厚 生 費 5,400,000 5,400,000

旅 費 交 通 費 580,000 580,000

通 信 運 搬 費 3,330,000 3,330,000

消 耗 品 費 3,700,000 3,700,000

修 繕 費 31,400,000 31,400,000

印 刷 製 本 費 4,850,000 4,850,000

燃 料 費 1,400,000 1,400,000

光 熱 水 費 1,750,000 1,750,000

賃 借 料 600,000 600,000

保 険 料 9,770,000 9,770,000

諸 謝 金 80,000 80,000

委 託 費 40,500,000 40,500,000

租 税 公 課 6,700,000 6,700,000

支 払 利 息 145,000 145,000

振 興 費 6,700,000 6,700,000

顧 問 指 導 料 400,000 400,000

納 付 金 5,500,000 5,500,000

雑 費 2,400,000 2,400,000

減 価 償 却 費 29,499,000 29,499,000

貸 倒 償 却 500,000 500,000

貸 倒 引 当 金 繰 入 500,000 500,000

令和７年度　収支予算書 （損益ベース）
令和７年４月１日から令和８年３月31日まで

科        目 公１会計 法人会計 合計



科        目 公１会計 法人会計 合計

管理費 18,310,000 18,310,000

役 員 報 酬 4,500,000 4,500,000

給 与 手 当 3,600,000 3,600,000

賞 与 引 当 金 繰 入 700,000 700,000

福 利 厚 生 費 1,600,000 1,600,000

会 議 費 200,000 200,000

役 員 旅 費 交 通 費 900,000 900,000

印 刷 製 本 費 30,000 30,000

通 信 運 搬 費 60,000 60,000

旅 費 交 通 費 50,000 50,000

消 耗 品 費 500,000 500,000

修 繕 費 50,000 50,000

光 熱 水 費 250,000 250,000

賃 借 料 100,000 100,000

保 険 料 150,000 150,000

顧 問 指 導 料 1,000,000 1,000,000
交 際 費 150,000 150,000
委 託 費 1,000,000 1,000,000
負 担 金 支 出 2,500,000 2,500,000
租 税 公 課 20,000 20,000
雑 費 950,000 950,000

      経常費用計 195,444,000 18,310,000 213,754,000
-2,165,000 0 -2,165,000

基本財産評価損益等 0
特定資産評価損益等 0
投資有価証券評価損益等 0
評価損益等計 0
当期経常増減額 -2,165,000 -2,165,000

 ２　経常外増減の部
経常外収益計 0 0
固 定 資 産 受 贈 益 0 0

経常外費用計 100,000 100,000
固 定 資 産 除 却 費 100,000 100,000

当期経常外増減額 -100,000 -100,000
当期一般正味財産増減額 -2,265,000 -2,265,000
一般正味財産期首残高 201,235,297 7,696,703 208,932,000
一般正味財産期末残高 198,970,297 7,696,703 206,667,000

Ⅱ　指定正味財産増減の部
減価償却費振替額

当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残高 205,700,000 205,700,000
指定正味財産期末残高 205,700,000 205,700,000

Ⅲ　正味財産期末残高 404,670,297 7,696,703 412,367,000

評価損益等調整前当期計上増減額


